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別添（別記様式第１号） 

浜の活力再生広域プラン 

１ 広域水産業再生委員会 

 

広域委員会の

構成員 

(1) 岩手県内水面漁業協同組合連合会 

(2) 一般社団法人 岩手県栽培漁業協会（大船渡市） 

(3) 岩手県内水面養殖漁業協同組合（八幡平市） 

(4) 一般社団法人 岩手県さけ・ます増殖協会 

(5) 岩手県大船渡市盛川流域水産業再生委員会（盛川漁業協同組合、

大船渡市） 

(6) 閉伊川漁業協同組合（宮古市） 

(7) 小本川漁業協同組合（岩泉町） 

(8) 小本河川漁業協同組合（岩泉町） 

(9) 下安家漁業協同組合（野田村） 

(10) 久慈川漁業協同組合（久慈市） 

(11) 南部馬淵川漁業協同組合（二戸市） 

(12) 西和賀淡水漁業協同組合（西和賀町） 

(13) 岩手県 

オブザーバー 岩手県定置漁業協会 

岩手県沿岸漁船漁業組合 

公益財団法人 岩手県漁業担い手育成基金 

国立研究開発法人 水産研究・教育機構 東北区水産研究所 

国立大学法人 岩手大学三陸水産研究センター 

※再生委員会の規約及び推進体制が分かる資料を添付すること。 

 

対象となる地

域の範囲及び

漁業の種類 

１.対象となる地域 

大船渡市、八幡平市、宮古市、岩泉町、野田村、久慈市、二戸市、

西和賀町 

２.漁業の種類 

岩手県沿岸に設置された大型・小型定置網（128か統、872人、平成

27 年現在）、遊漁（岩手県共通遊漁券発行枚数、3,296 枚、平成 27 年

現在） 

 ※策定時点で対象となる漁業者数も記載すること。 

 

組織名 岩手県内水面広域水産業再生委員会 

代表者名 会長 佐藤 由也 
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２ 地域の現状 

（１）地域の水産業を取り巻く現状等 

１．岩手県の漁業の概要 

岩手県は、本州第１位の広大な県土を有し、そ

の約８割を森林が占める豊かな自然環境が残さ

れている。 

この豊かな森林を水源に大小 852 の河川があ

り、アユやサクラマスを中心とした内水面漁業

や、ニジマスやヤマメを中心とした養殖業が営ま

れている。 

県内の各河川では、サクラマスやヤマメ、アユ

等を対象に遊漁が行われ、遊漁料収入が内水面地

区漁業協同組合（水産業協同組合法（昭和 23 年

法律第 242 号）第 18 条第２項に規定する内水面

組合）（以下、内水面漁協）の主な収入源となっ

ている。 

沿岸域では、アワビ、ウニをはじめとする採介

藻漁業が広く行われているほか、県央から県南部にかけてはリアス式海岸の発達した地理

的特徴を生かし、ワカメ、ホタテ、カキなどの養殖業が盛んに営まれている。   

加えて、近海では沖合底びき網漁業によりタラ及びキチジ等の底魚類、沿岸部では定置

網により漁獲の主力であるサケのほか、いか釣り漁業ではスルメイカ、かご漁業や刺し網

漁業ではタコ、ケガニ、ヒラメ及びカレイが漁獲され、多種多様な漁業が営まれている。 

 

２．内水面漁業の現状と課題 

ア サクラマス 

  サクラマスは河川で生まれ、河川内

で約１年過ごした後、北海道沿岸やオ

ホーツク海などで２～３年間過ごす。

その後、春から夏に岩手県沿岸域へま

とまって来遊し、夏から秋にかけて自

分の生まれた河川に回帰する。 

内水面では遊漁及び漁獲対象種となっている一方、海面では定置網等で漁獲されてい

る。 

サクラマスの水揚量は、内水面では平成３・４年の 18 トンをピークに、平成 17年以降

10 トン以下の低い水準で推移している。 

海面では、平成７年以降、変動を繰り返しながら概ね 60～100トンの水揚量で推移して

いる。 

サクラマス（Oncorhynchus masou） 
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サクラマスの水揚量は、サケ

と比較すると概ね 100分の１以

下であるがために、希少性が高

く、非常に美味であることから

高単価で取引される（サケの約

２倍の 1,383円/kg、平成 27年、

いわて大漁ナビ）。サクラマス

は、定置網の漁獲量が少ない春

季に主に漁獲されることから、

漁協自営定置網にとって水揚

閑散期の貴重な収入源として

多いに期待されている。 

 

 

 

 

 

 

イ アユ 

岩手県内における漁獲量（遊漁での漁獲を含む）は、昭和 60 年代まで 100 トン前後で

推移し、平成２～４年には 200トンを超える水準にあったが、平成 7年以降に発生した冷

水病による斃死や遊漁者の減少等の理由により、平成 17 年以降は 20トン以下で推移し、

漁獲量が低迷している。 

岩手県で生産されている稚アユは、岩手県栽培漁業協会で親魚から採卵・飼育し、盛川、

南部馬淵川及び下安家の各内水面

漁協で中間育成したのちに、

県下の内水面漁協に供給さ

れ、各河川に放流されてい

る。              

県下の内水面漁協が必要

とする稚アユは、毎年約 24

トンであるが（岩手県内水面

漁連調べ）、種苗生産施設の

能力不足もあり、24 トンの

うち約２割にあたる 4 トン

は、徳島県などの他県からの

種苗購入に頼っている状況に

サケとサクラマスの年別平均単価 

出典：漁業・養殖業生産統計年報 
平成 17年までは、遊漁での漁獲を含む 

岩手県内におけるアユ漁獲量の経年変化 
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サケ・サクラマスの月別漁獲量・金額（H28） 

ある。他県からのアユ種苗の購入はコストが高くなることに加え、他県の種苗生産量や市

場の需給状況に左右されるため、種苗供給が不安定な一因となっている。 

 

３ 海面漁業の現状と課題 

県内における魚類の水揚金額（震災前：平成 18～22 年度平均 235 億円、いわて大漁ナ

ビ）の約４割はサケが占め、その約８割が定置網によって漁獲されている。県内漁協の経

営は、多くが自営定置網の利益によって支えられている。 

しかし、東日本大震災津波が発生した平成 23 年度以降、サケの漁獲量は震災前の 1/2

～1/3 に大きく減少していることに加え、平成 28 年８月の台風第 10号の影響によりサケ

ふ化場が被災し、十分な放流数を確保できなかったこともあり、今後も低水準で推移する

と見込まれている。 

このため、サケの水揚金

額の減少を補填し、漁協経

営を安定化させるために

も、新たな漁獲対象資源の

造成が漁業者団体から期

待されている。特に、岩手

県の定置網では、初夏から

秋季はサバやブリ、秋季か

ら冬季はサケを漁獲して

いるが、春季は漁獲される

魚種が少ないため、春先にまとまって来遊し、単価の高いサクラマスの資源造成が求めら

れている。 

 

４. 担い手の現状と課題 

本県沿岸部では、定置網によるサケの漁獲が主力

となっているが、従事者の約４割が 60 歳以上で占め

られ、従事者不足と高齢化が進んでいる。一方、定

置網は雇用型の就業形態であり、新規就業希望者の

受け入れに適しているため、サケ閑散期に漁獲され

るサクラマスの漁獲増等、周年を通じた水揚げの安

定化や年間漁獲量の増加により経営が安定・向上す

れば、新規従事者の確保を期待することができる。 

現在、事業用サクラマスの種苗生産は下安家漁協を中心に行われているが、その生産能

力に限界があるとともに、１か所集中の現体制では、台風や魚病等の災害に対しても脆弱

であることから、サクラマスの資源造成を図るためには、県下におけるサクラマスの種苗

生産、中間育成、放流に係る現体制を強化・再編・整備する必要がある。 
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 しかしながら、これら現場活動の中心を担っている内水面漁協は、近年、組合員数の減

少に伴う会費減により、財務基盤が脆弱化するとともに、漁協職員の減少（現在１漁協あ

たりの 1.6人）及び高齢化が進んでいる。このため、サクラマスの資源造成に向けた種苗

生産等の体制の再編・整備のためには、アユ釣り遊漁券収入増等によりサクラマス資源造

成体制の維持・運営に必要な財務基盤を強化するとともに、新規漁協職員確保により技術

を継承することが急務となっている。 

 

 

 

 

５．遊漁券の発行枚数及び金額、養殖経営体 

全県共通遊漁承認証の発行枚

数及び金額は、平成９年の 6,616

枚、109 百万円をピークに減少

し、平成 27年には 3,296枚、55

百万円（岩手県内水面漁連調べ）

となり、ほぼ半減した。 

内水面漁協の収入は、遊漁料

及び共通遊漁料収入で 45％（平

成 25 年度岩手県内水面漁連調

べ）を占めており、内水面漁協

の経営を左右する非常に重要な要素となっている。 

遊漁料収入が減少することは、漁協の経営が成り立たなくなり、内水面水産資源の維

持・造成に必要な種苗放流経費の確保に直接影響を及ぼす。 

このため、サクラマスやアユ種苗を積極的に生産・放流し、資源を増やすことにより遊

漁者の誘致を図り、遊漁料収入を増加させる必要がある。 

 

施設整備後 

サクラマスの水揚増加による収入増 
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本県は、清涼な河川水や地下

水が豊富であり、それらを活用

したニジマス、イワナ、ヤマメ

等の養殖が行われている。これ

らの養殖生産量は、平成28年度

末時点で345トンと、全国で７

番目に多い（農林水産省 内水

面漁業生産統計調査）。 

しかし、内水面養殖経営体数

は平成10年の143戸から、平成

25年には56戸に減少するなど

養殖経営者が減少しており、そ

れに伴い生産量も減っている。 

 

 

 

 

（２）その他の関連する現状等 

【内水面漁業の多面的機能】 

岩手県の内水面水域は、水産物を供給す

る場というだけでなく、内水面漁協による

水産動物の増殖や漁場環境の保全・管理を

通じて、遊漁や自然体験活動など自然と親

しむ機会を県民に提供している。 

このような内水面漁業の有する多面的

機能が将来にわたって発揮されるよう、内

水面漁協、遊漁団体や地域住民等は、河川

清掃等の生態系維持・保全に係る活動（北上川、中津川等）、放流体験や環境教育等の学

習の場の提供（南部馬淵川、閉伊川、和賀川、盛川等）などの取組を実施している。 

 

【岩手県内水面漁業振興計画】 

岩手県は、「岩手県内水面漁業振興計画」を平成 28年５月に策定し、内水面水産技術セ

ンターを中心に、サクラマスの種苗生産技術の開発や内水面水産資源の状況及びそれを取

り巻く環境調査を実施している。具体的には、国立研究開発法人 水産研究・教育機構東

北区水産研究所及び安家川漁協と共同で安家川のサクラマスの産卵床調査を、また、岩手

大学と共同で県内河川に遡上するサクラマスの遺伝構造の調査など、内水面漁業の振興に

必要な施策に取り組んでいる。 

（出典：漁業センサス） 

内水面漁協における収入内訳 

* 県内 26漁協のうち 21漁協 
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３ 競争力強化の取組方針 

（１）機能再編・地域活性化に関する基本方針 

１．種苗生産体制の構築（施設整備） 

ア サクラマス資源増大 

岩手県内でサクラマス種苗を生産しているのは、安家川にある下安家漁協（事業用種苗）

と県内水面水産技術センター（研究用種苗）の２か所のみであった。 

しかし、平成 28年８月の台風第 10号により同漁協のふ化場が被災し、事業用サクラマ

スの種苗生産が困難となり、事業用種苗・中間育成の生産拠点が下安家漁協１か所に集中

していたことのリスクが露呈した。 

当委員会では、サクラマスの資源造成を推進し、複数の事業用生産拠点を整備する必要

があるとの認識の下、県北には台風第 10 号により被災した久慈川漁協のふ化場と、県南

には盛川漁協のふ化場を新たな生産拠点に位置づけ、サクラマスを増産する。 

さらに、陸封型のサクラマス（ヤマメ）を既に生産しているふ化場（小本河川漁協、小

本川漁協及び閉伊川漁協）においても、ヤマメの種苗生産技術を転用し、サクラマス種苗

の生産を試みる。 

内水面水産技術センターでは、隣接する岩手県内水面養殖漁業協同組合（八幡平市）に

対して、サクラマスにおける種苗増産技術の移管を行うため、これまでの適地放流や放流

効果等を検証する研究用での生産に加え、事業化を進めるための増産体制の構築に向けた

技術研究を行う。 

なお、当センターは、現在の 10 万尾から平成 30 年度までに 50 万尾のサクラマス種苗

の生産（平成 28 年度岩手県内水面水産技術センター業務方針）を予定しているが、現状

の給排水施設では、飼育用水の確保が難しい状況にある。このため、当センターの施設改

修によりポンプ等の能力を向上させ、サクラマスの種苗生産量の増大を図る。 

これらの取組により、全県においてサクラマス種苗の生産・供給体制を確立する。 
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表 岩手県におけるサクラマスの種苗生産量（単位：万尾） 

  

生産したサクラマス種苗は、県内でサクラマスがそ上する主要５河川（久慈川、安家川、

小本川、豊沢川及び盛川）を中心に積極的に放流し、サクラマスが遊漁の対象として釣れ

るブランド河川として釣り人にもアピールし、遊漁料収入の増加を図る。 

将来的に、種苗生産施設を県北から県南にわたって広域的に整備することで、県内河川

への輸送時間が短縮される（整備前：160km圏内～約 6 時間→整備後：各地域 100km圏内

～約 3時間）。サクラマスの輸送は水温を 15℃以下に保つ必要があり、長時間輸送は水温

上昇のリスクが高まる。よって、輸送時間を短縮することで、種苗へのストレスを軽減し、

種苗の減耗を抑えることができる（魚体のスレの減少、長時間輸送による水質悪化の回避

など）。 

拠点の複数化によるリスク軽減は、健康な種苗を育成することが出来るため、種苗放流

後の生残率を上昇させ、放流した河川に回帰するサクラマスの資源が増加することが期待

される。 

また、局地的な災害（例：台風、津波）や飼育管理上の不測のトラブル（例：井戸水量

の一時的な減少、疾病の発生）等により一部の生産機能がストップした場合でも、広域的

に施設が整備されていることにより、ふ化場間で生産・放流機能を補完し合うことが可能

となり、県全体としての生産・放流事業を維持し、災害やトラブルに強いサクラマス資源

の造成・増産を図る。 

また、種苗生産数の増大のみならず、種苗の生残率向上には、最適な放流場所（上流・

下流、本流・支流等）を検討する必要がある。そのため、西和賀淡水漁協を実施主体とし、

モデル河川として和賀川を選定し、放流されたサクラマスの資源量調査を行う。西和賀淡

水漁協では、継続的に和賀川で環境調査等を実施しており、資源量調査の背景となるデー

タが充実していることから同漁協を選定した。 

 

 イ サクラマスの資源造成に係る関係機関との連携強化 

岩手県におけるサクラマスは、陸封型と降海型が５：５の割合で分布しており、サクラ

マスの種苗生産体制が確立することにより、河川での資源が増大し、海面においても親魚

の来遊数が増加することが期待される魚種であることから、サクラマスの資源造成には海
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面、内水面漁協及び増殖団体（定置協会、増殖協会、内水面漁連）の連携が重要である。 

サクラマスは、定置網漁業の閑散期である春季に来遊する魚種であり、サクラマスの水

揚げが増加することにより、定置網漁業の周年操業や定置網漁業者の収入の安定化が図ら

れる。 

このように、サクラマスの資源造成を行うことにより、内水面漁協は、遊漁券による収

入増、海面漁協（定置網漁業者）は、サクラマスの水揚増による収入の増加が図られ、内

水面、海面漁協の双方にメリットが生じる。 

また、定置網漁業の主要対象種である秋サケでは、秋サケを漁獲する定置網の水揚額の

一部が、さけ・ます増殖協会を通じて、稚魚を生産する海面のふ化場に支払われ、生産・

放流が行われる仕組みとなっている。サクラマスにおいては、これまでそのような仕組み

は無かったが、種苗放流の継続により、サクラマス資源が増大し、水揚げが増加した際に

は、水揚協力金制度を導入することについても検討しており、将来的には、定置網でのサ

クラマス漁獲金額の一部から、内水面漁協が実施するサクラマス種苗放流の経費負担をお

願いしていく。以上の取組により、内水面漁協においては、サクラマスの種苗放流による

遊漁料収入の増加に加え、定置網からの水揚協力金の収入により、漁協経営基盤の安定化

を図る。 
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ウ アユ資源増大・養殖生産の拡大 

 

アユは、遊漁を通じて県内外から多くの釣り人に親しまれ、地域振興にも大きな役割を

果たしている魚種である。一方、本県の特徴として、天然稚アユの河川そ上が少ないこと

から、アユ資源を維持するには、積極的な種苗生産及び放流を継続していかなければなら

ない。 

平成 27・28年の種苗放流実績によると、県内の種苗放流数は 24 トンである（岩手県内

水面漁連調べ）。そのうち 20 トンは本県産の種苗で供給できるが、残りの４トンは、県南

の盛川漁協が徳島県等の他県より種苗を購入し、他河川に供給している。これまで他県産

のアユを購入してきた盛川漁協の中間育成施設を増強することにより、他県産の種苗購入

に頼ることなく県内種苗のみの生産

が可能となる。 

これにより、種苗供給の安定化が

見込まれるとともに、既に整備済の

県北内陸の南部馬淵川漁協、県北沿

岸の下安家漁協を含めた北部・中

部・南部にそれぞれ種苗生産拠点を

形成し、全県下をカバーする広域的

な生産体制を整備する。 

盛川の施設増強によって、種苗生

産コストの減少が期待されるととも

に、他県からの輸送によるストレス

が軽減され、健康状態の良い稚魚を

供給することができ、放流後のアユ
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の生残率の向上及び資源量の増加が期待される。 

アユ資源が増加すれば、遊漁者（遊漁料収入）が増えることが期待でき、ひいては内水

面漁協の収益の増加・安定化に繋がる。 

また、種苗生産数の増大のみならず、種苗の生残率向上には、最適な放流場所（上流・

下流、本流・支流等）を検討する必要がある。そのため、西和賀淡水漁協を実施主体とし、

モデル河川となる和賀川において放流されたアユの資源量調査を行う。西和賀淡水漁協で

は、継続的に和賀川で環境調査等を実施しており、資源量調査の背景となるデータが充実

していることから同漁協を選定した。 

 

表 岩手県内水面漁業広域浜プランを用いた施設整備の計画 

  
H28 H29 H30 H31 H32 

久慈川漁協 
滝ふ化場 

（サクラマス）  

 

     

盛川漁協 
盛川ふ化場 

（アユ）  

 

    

内水面水産技術セ

ンター 
種苗生産施設   

 

  

 

２．遊漁の振興 

近年、首都圏（東京都、

埼玉県及び神奈川県）から

本県に来る遊漁者数は増加

傾向にあり、特にも東京都

及び埼玉県で 150％を超え

た（平成 28年度岩手県内水

面漁連調べ）。よって、サク

ラマスやアユ資源を増加さ

せることは、更なる遊漁者

数の増加が見込まれ、遊漁

料収入の向上により、内水

面漁協の経営改善を目指

す。 

岩手県内水面漁連は一括して、広報誌やホームページ上での釣り普及に向けた情報や釣

果情報を発信するとともに、子どもたちと保護者を対象にした「親子釣り教室」（中津川）
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の開催、ビギナーや女性アングラーのための「釣り指導会」（小本川）の開催などの行事

を拡大し、県全体として遊漁者誘致の取組を推進していく。 

 

３．サクラマスの認知度向上の強化 

サクラマスの放流数の増加は、内水面のみならず海面でも漁獲量の増大が見込まれる。

県では、平成 25 年度から取り組んでいる魚市場を核とした水産物の漁獲から流通、加工

までの一貫した衛生品質管理を行う「高度衛生品質管理地域づくり【IFⓡHACCP（いわて

水産業地域ハサップ）】の導入・普及」を推進している。現在、サケでは、このような衛

生品質管理を県全体で広域的に取り組んでおり、この手法をサクラマスにも応用すること

で、県全体でさらなる単価の向上による漁業収入の増大を図る。 

なお、サクラマスは、地方名で「ママス」と呼ばれ、春先の人気魚種として受け入れら

れているが、首都圏周辺での地名度は低い。 

サクラマス放流数の増加に伴い、海面でのサクラマス資源が増加し、その資源が定置網

の漁獲量に反映された際には、県、各内水面・海面漁協（放流量の多い下安家漁協・閉伊

川漁協や、漁獲量の多い宮古漁協など）、定置網漁業者等が一体となり、サクラマスブラ

ンド化協議会（仮称）を立ち上げ、内水面では遊漁対象種として、海面では漁獲対象種と

して、それぞれの立場から「三陸に春を告げる魚（仮称：三陸桜マス）」のブランド名を

拡散し、岩手県の特産品として、全国的な認知向上に取り組んでいく。 

 さらには、サクラマスが漁獲される春季に開催される岩手県内の祭り（宮古市：浄土ヶ

浜祭、久慈市：久慈春まつりなど）等の機会を活用し、サクラマスの直接販売や料理の振

る舞いなどのイベント開催により、岩手県民や観光客向けにサクラマスの認知度向上を図

るとともに、岩手県における春の食材の目玉として観光客を誘致していく。 

 

４．岩手県さけ・ます増殖広域水産業再生委員会との連携 

サクラマスの種苗生産は、飼育する際の水温管理等が難しいという課題があるが、飼育

管理技術はサケと類似点が多い。そのため、当委員会でサクラマス種苗を生産・育成して

いる内水面漁協と、さけ・ます広域水産業再生委員会の構成員である沿海漁協との間で技

術交流・情報共有を図ることで、サクラマス飼育管理技術の向上や、疾病の予防など、従

来よりも健康な稚魚を飼育・放流することが可能となる。 

その結果、サクラマス稚魚の生残率を向上させ、岩手県へ来遊するサクラマスの増大を

図る。 

 

（２）中核的担い手の育成に関する基本方針 

中核的担い手となる定置網漁業者を確保していくためには、定置網漁業の周年操業を実

現し、漁業者の生活基盤を安定化させることが重要である。定置網漁業の閑散期に来遊す

るサクラマスの水揚量の増加を、内水面漁協による放流数の増大により実現し、定置網漁

業の周年操業、定置網漁業者の収入の安定化を目指す。 
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定置網漁業者の生活基盤を安定させることができれば、漁業就業支援フェア等への参加

により県内外からの受入れを促進することが可能となる。 

また、新規就業者（概ね５年以内）に対しては、技術講習会により、経験年数の多い漁

業者から、技術の継承を行うとともに、水産技術センターから定置網で漁獲される魚類の

知識の習得を促し、岩手県全体の定置網漁業者のスキルの向上を目指す。 

 

１．再生委員会を中心とした取組 

定置網漁業者の業務を紹介するパンフレットやＤＶＤ等を作成し、漁業就業支援フェア

で配布・上映することで、県内外の定置網漁業に興味を持つ潜在的な担い手層へ働きかけ

を行いながら、漁業者の募集を随時行う。 

 

２．将来の担い手に対する取組 

担い手と期待される小中学生、高校生を対象に定置網漁業に興味を持ってもらうため、

以下の取組を実施する。 

（１） 各小学校等が各漁協と一緒に開催しているサクラマスやヤマメなどの放流体験（閉

伊川漁協、盛川漁協、下安家漁協等）、小型の定置網（磯建網）での漁獲体験（宮古

市赤前小等）の実施。 

（２） 水産高校生を対象に、定置網での漁業実習を実施し、定置網漁業の魅力を体験して

もらうことや、職業内容をＤＶＤで紹介するなど、定置網漁業の内容を「見える化」

することにより、将来的な定置網漁業者の担い手発掘を目指す。 

 

 

（３）漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置 

岩手県内水面漁業調整規則及び岩手県漁業調整規則を遵守して、水産資源の保護を図りつ

つ安定的な漁業活動に努める。 

○ サクラマスについては、７月１日から翌年２月末日までを採捕禁止期間とし、海面に

おいては全長 20センチメートル以下のサクラマスを採捕することを禁止している。 

○ サクラマスの陸封型であるヤマメについては、10 月１日から翌年２月末日までを採

捕禁止期間とし、全長 13センチメートル以下のヤマメを採捕することを禁止している。 

○ アユについては、１月１日から６月 30日までを採捕禁止期間としている。 

 

（４）具体的な取組内容（年度ごとに数値目標とともに記載） 

 １年目（平成 29 年度） 

取組内容 １．種苗生産体制の構築（施設整備） 

＜サクラマス＞ 

久慈川漁協は久慈川上流にサクラマスの種苗生産施設（０尾→約 102

万尾）を整備する（①）。 
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＜アユ＞ 

  盛川漁協は、盛川下流域にアユの中間育成施設（４トン→８トン）を

整備する（①）。 

 ※なお、盛川漁協は、2 年目以降のアユ遊休期間にサクラマス種苗を生

産する予定。 

 

＜内水面資源の飼育環境・生息・資源状況の調査＞ 

西和賀淡水漁協は、和賀川をモデル河川として、サクラマスとアユの

資源量調査を実施する（②または③）。 

また、 サクラマスの種苗生産施設（久慈川漁協や閉伊川漁協のふ化

場など）において、より健康な採卵親魚や稚魚が得られるよう、飼料に

関する飼育試験を実施する（③）。 

 

２．遊漁の振興及びサクラマスの認知度向上の強化 

  県内の内水面漁協が一体となって遊漁者数の増加を図るため、釣り情

報等の効果的な発信方法について、当委員会の構成委員を中心に各漁協

の担当者で検討を行う。 

また、釣り場環境の向上のため、釣りシーズン前に車道から釣り場ま

でのアクセスの整備や水辺の樹木伐採等を行う。 

 

 

３．中核的担い手の確保及び育成 

当委員会において、今後の担い手確保・育成対策について協議するた

めの漁業者担い手対策協議会の設立に向けた協議を行う。 

活用する支援

措置等 

①水産業競争力強化緊急施設整備事業  

②水産業強化支援事業（浜の活力再生交付金） 

③広域浜プラン緊急対策事業（広域浜プラン実証調査事業） 

 

 ２年目（平成 30 年度） 

取組内容 １．種苗生産体制の構築（施設整備） 

＜サクラマス＞ 

盛川漁協は、アユの中間育成施設の遊休期間を有効利用して４万尾、

久慈川漁協は 102万尾、それぞれ自家生産を開始する。 

また、内水面水産技術センターは、サクラマスの種苗生産施設の整備

に着手し、種苗生産を開始する（①）。 
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＜アユ＞ 

 盛川漁協は、アユ種苗８トンの自家生産を開始する。 

 

＜内水面資源の生息・資源状況の調査＞ 

西和賀淡水漁協は、和賀川をモデル河川として、昨年度に引き続きサ

クラマスとアユの資源量調査を実施する（②）。 

また、サクラマスの種苗生産施設（久慈川漁協や閉伊川漁協のふ化場

など）において、より健康な高い採卵親魚や稚魚が得られるよう、昨年

度に引き続き飼料に関する飼育試験を実施する（②）。 

 

２．遊漁の振興及びサクラマスの認知度向上の強化 

  検討会を設立し、岩手県内水面漁連は釣り情報を発信し、複数の河川

（久慈川、閉伊川、盛川等）で子どもたちと保護者を対象にした「親子

釣り教室」を同時に開催する。 

 

３．中核的担い手の確保及び育成 

漁業就業支援フェアに参加するための協議会を設立し、当委員会はＰ

Ｒ用パンフレットやＤＶＤを作成する（②）。 

活用する支援

措置等 

①水産業競争力強化緊急施設整備事業 

②広域浜プラン緊急対策事業（広域浜プラン実証調査事業） 

 

 ３年目（平成 31 年度） 

取組内容 １．種苗生産体制の構築（施設整備） 

 ＜サクラマス＞ 

昨年度に引き続き、サクラマスの種苗生産を実施する。 

 

＜アユ＞ 

 昨年度に引き続き、アユの種苗生産を実施する。 

 

＜内水面資源の生息・資源状況の調査＞ 

西和賀淡水漁協では、和賀川をモデル河川として、昨年度に引き続き

サクラマスとアユの資源量調査を実施する。 

サクラマスの種苗生産施設（久慈川漁協や閉伊川漁協のふ化場など）

において、より健康な高い採卵親魚や稚魚が得られるよう、昨年度に引

き続き飼料に関する飼育試験を実施する（①）。 
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２．遊漁の振興及びサクラマスの認知度向上の強化 

盛岡から比較的アクセスの良い複数の河川（南部馬淵川、閉伊川等）

で、ビギナーや女性アングラーを対象に「釣り指導会」の開催を実施す

る。 

 

３．中核的担い手の確保及び育成 

漁業就業支援フェアに参加し、当委員会において作成したＰＲ用パン

フレットやＤＶＤを活用して定置網漁業の魅力を発信し、担い手確保の

実証可能性を検証する（①）。 

活用する支援

措置等 

①広域浜プラン緊急対策事業（広域浜プラン実証調査事業） 

 

 ４年目（平成 32 年度） 

取組内容 １．種苗生産体制の構築（施設整備） 

 ＜サクラマス＞ 

昨年度に引き続き、サクラマスの種苗生産を実施する。 

 

＜アユ＞ 

 昨年度に引き続き、アユの種苗生産を実施する。 

 

 

２．遊漁の振興及びサクラマスの認知度向上の強化 

放流したサクラマスが回帰するようになり、海面・内水面での漁獲量

の増加が見込まれることから、内水面漁協が一体となり、遊漁者へ幅広

く釣果等の情報を発信し、遊漁券の販売を促進する。 

海面では、サケで行われている広域的な衛生品質管理をサクラマスに

応用し、県全体での単価向上を図る。 

また、「三陸に春を告げる魚（仮称：桜マス）」のブランド化を目指し、

さけ・ます広域水産業再生委員会と協議会を設立する。 

 

３．中核的担い手の育成に関する基本方針 

漁業就業支援フェアに引き続き参加し、新たな定置網漁業者の募集を

行う（①）。 

 

活用する支援

措置等 

①新規漁業就業者総合支援事業  
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５年目（平成 33年度） 

取組内容 １．種苗生産体制の構築（施設整備） 

 ＜サクラマス＞ 

昨年度に引き続き、サクラマスの種苗生産を実施する。 

 

＜アユ＞ 

 昨年度に引き続き、アユの種苗生産を実施する。 

 

２．遊漁の振興及びサクラマスの認知度向上の強化 

春季に開催される岩手県内の祭り（宮古市：浄土ヶ浜祭、久慈市：久

慈春まつりなど）においてサクラマスの直接販売などを実施し、引き続

き「桜マス（仮称）」のブランド化に向けて取り組む。 

 

３．中核的担い手の育成に関する基本方針 

また、漁業就業支援フェアに引き続き参加し、新たな定置網漁業者の

募集を行う（①）。 

活用する支援

措置等 

①新規漁業就業者総合支援事業 

※プランの実施期間が６年以上となる場合、記載欄を適宜増やすこと。 

※「活用する支援措置等」は、活用を予定している国（水産庁以外を含む。）、地方公共団体

等の補助金・基金等を記載。ただし、本欄への記載をもって、事業の活用を確約するもの

ではない。 

 

（５）関係機関との連携 

必要に応じて、国立研究開発法人水産研究・教育機構や大学等の研究機関と連携し、河川

環境の調査を行うとともに、資源増大のために必要な種苗生産・放流の技術開発を行う。 

 

（６）他産業との連携 

他の一次産業（農業・林業）と連携し、各産業の作業閑期には、繁忙期を迎えている他産

業の作業をサポートし合える仕組みを作るため、農協・森林組合、沿海漁協及び内水面漁協

の関係者により検討会を設立し、それぞれの産業における人手不足を解消しながら、周年作

業による年収の増加を目指す。 
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４ 成果目標 

（１）成果目標の考え方 

【サクラマス種苗生産量】 

施設整備により、県北・県中・県南にそれぞれ種苗生産拠点を設け、事業用種苗の増大

を図る。 
【アユの種苗生産量】 

県内の種苗需要量 24トンを全て県内生産とする。 
【共通遊漁券販売枚数】 

関東等大都市圏からの遊漁者の誘致を行うことにより、共通遊漁券の販売枚数を 4,357

枚まで増加することを目指す。 

【定置網漁業者数】 

  サクラマス放流数の増加により、春季の水揚量が増加し、定置網の周年操業化、それに

伴う定置網漁業者の収入の増加・安定化により、全県の定置網従事者数を 64 名増加する

ことを目指す。 

 

（２）成果目標 

サクラマス種苗生産量 
基準年 平成 27年度：60万尾 

目標年 平成 33年度：215万尾 

アユの種苗生産量 
基準年 平成 27年度：20トン 

目標年 平成 33年度：24トン 

共通遊漁券販売枚数 
基準年 平成 27年度：3,296枚 

目標年 平成 33年度：4,357 枚 

定置網漁業者数 
基準年 平成 27年度：872人 

目標年 平成 33年度：936人 
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（３）上記の算出方法及びその妥当性 

【サクラマス種苗生産量】 

久慈川漁協のふ化場では、整備後は2gのサクラマスを生産・放流することを想定し、

平成28年度におけるヤマメの生産量2,040 kgを参考に102万尾の目標を設定した。県内水

面水産技術センターにおいては、平成28年度岩手県内水面水産技術センター業務方針の

下、50万尾の生産目標値を設定した。下安家漁協のふ化場はこれまで同様50万尾の生産尾

数を維持し、盛川漁協のふ化場では、アユの中間育成施設の遊休期間に４万尾の生産に取

り組む。その他の３つの漁協においては、合計で９万尾の生産を見込み、種苗生産数を合

計した215万尾を目標とした。 

 

表 （再掲）岩手県におけるサクラマスの種苗生産量（単位：万尾） 

 

 

【アユの種苗生産量】 

岩手県におけるアユ種苗の県内需要見込みが平均 24トン（平成 27～28年度アユ種苗放

流量実績、内水面漁協調べ）であるため、新しく中間育成施設の拠点を整備することによ

り、他県産の種苗に頼ることなく県内種苗のみの生産能力（整備前：県内産 20 トン・他

県産４トン→整備後：県内産 24 トン）を目標とした。 

 

【共通遊漁券販売枚数】 

  過去 10 年間における最大発行数である平成 19年度の実績 4,357枚を目標とした。 

 

表 岩手県 共通承認証発行枚数（枚） 

 

【定置網従事者数】 

これまで 5 年毎に漁協自営定置の乗組員について従事者数と年齢構成を調査していた

が、今回、県内全定置網（漁協自営、生産組合、個人経営等含む）を対象として、従事者

年度 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 

遊漁券 4,357 4,223 4,064 3,968 3,653 3,318 3,308 3,236 3,296 3,331 
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数と年齢構成を調査し、その実態を把握したところ、全体の約 37％が 60 才以上の高齢者

で構成されており、新たな定置網漁業者の確保が課題となっている。 

全県的な漁業担い手確保対策と、サクラマスの水揚量増加による定置網の周年操業化、

漁業者の収入の安定化により、今回調査対象の 64 の定置網経営体で、平均して各１名の

定置網従事者の増加を見込む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 定置乗組員年齢構成 
 

 
構成 人数 比率 

 
10～19 才 5  1% 

 
20～29 才 86  10% 

 
30～39 才 90  10% 

 
40～49 才 151  17% 

 
50～59 才 215  25% 

 
60～69 才 272  31% 

 
70 才以上 53  6% 

 
合計 872  100% 

 

５ 関連施策 

  活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生広域プランとの関係性 

水産業競争力強化緊

急施設整備事業（国） 

サクラマス及びアユ種苗生産施設などの共同利用施設の機能強化

等に活用。 

水産業強化支援事業

（浜の活力再生交付

金）（国） 

 和賀川におけるサクラマス及びアユの資源量調査に活用。 

 

新規漁業就業者総合

支援事業（国） 

 漁業就業者を研修生とする長期研修に必要な経費に活用。 

広域浜プラン緊急対

策事業（広域浜プラ

ン実証調査）（国） 

サクラマス稚魚の放流実証試験、放流したサクラマス及びアユ

のモニタリング調査、内水面漁業の魅力発信及び担い手となる定

置網漁業者確保のための漁業就業支援フェアへの参加。 

※関連事業には、活用を予定している国（水産庁以外を含む）、地方公共団体等の補助金・基金

等を記載。ただし、本欄への記載をもって、事業の活用を確約するものではない。 

※具体的な事業名が記載できない場合は、「事業名」は「未定」とし、「事業内容及び浜の活力再

生広域プランとの関係性」のみ記載する。 


